就業規則第　　条関係（育児・介護休業規程第　　条）

育児・介護休業等に関する協定

就業規則（育児・介護休業規程）第　　条に従い○○○株式会社（以下「会社」という。）と○○○株式会社の従業員を代表する者（以下「従業員」という）において育児・介護休業等に関し次のとおり協定する。

（育児休業の申出を拒むことができる従業員）

第１条　会社は、次の従業員から育児休業の申出があったときは、その申出を拒むことができるものとする。

1. 入社１年未満の従業員。

2. 従業員の配偶者で、育児休業の申出に係る子の親である者が次のいずれにも該当する場合の従業員。

　　　Ⅰ．職業に就いていない者（育児休業その他の休業により就業していない者及び１週間の就業日数が

２日以下の者を含む。）であること。

　　　Ⅱ．心身の状態から申出に係る子の養育をすることが可能な者であること。

　　　Ⅲ．６週間（多胎妊娠の場合にあたっては、１４週間）以内に出産する予定でないか、又は産後８週

間以内でない者であること。

　　　Ⅳ．申出に係る子と同居している者であること。

　　3.　申出の日から１年以内（１歳を超える休業の申出の場合は、６ヶ月以内）に雇用関係が終了するこ

とが明らかな従業員。

　　4.　１週間の所定労働日数が２日以下の従業員。

5. 従業員の配偶者以外の者で育児休業の申出に係る子の親である者が２号のⅠからⅣまでのいずれに

も該当する従業員。

（介護休業の申出を拒むことができる従業員）

第２条　会社は、次の従業員から介護休業の申出があったときは、その申出を拒むことができるものとする。

1. 入社１年未満の従業員。

2. 申出の日から９３日以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員。

3. １週間の所定労働日数が２日以下の従業員。

（子の看護休暇の申出を拒むことができる従業員）

第３条　会社は、次の従業員から子の看護休暇の申出があったときは、その申出を拒むことができるものと

する。

1. 入社６ヶ月未満の従業員。

2. １週間の所定労働日数が２日以下の従業員。

（従業員への通知）

第４条　会社は、第１条から前条までのいずれかの規定により従業員の申出を拒むときは、その旨を従業員

　　　に通知するものとする。

（有効期限）

第５条　本協定の有効期限は平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日までとする。

平成　　年　　月　　日　　　　　　　　会社名及び代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従業員代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

